
昭和二十八年総理府令第六十七号

恩給給与細則

恩給給与細則（大正十二年閣令第七号）の全部を次のように改正する。

（目的）

第一条　この省令は、国庫の支弁に属する恩給で総務大臣の管掌に係るものの請求等の手続を定めることをもつて目的とする。

（経由庁のある恩給請求書類）

第二条　恩給請求書類で、本属庁を経て差し出すべきことを定めたものは、まず、公務員又は公務員に準ずべき者の身分進退を取り扱う庁

の長に差し出すことを要する。但し、恩給法の一部を改正する法律（昭和二十八年法律第百五十五号。以下「法律第百五十五号」とい

う。）附則第十条に規定する旧軍人、旧準軍人及び旧軍属の恩給については請求者の退職当時における本籍地を管轄する都道府県知事及

び厚生労働大臣、これらの者の遺族の恩給については請求者の住所地を管轄する都道府県知事及び厚生労働大臣を経由して差し出すこと

を要する。

（経由庁のない書類）

第三条　裁定庁に直接に差し出すべきことを定めた書類は、総務省に差し出すことを要する。

（恩給請求書類の様式）

第四条　恩給請求書は、おおむね別紙第一号書式から第十六号書式までに準じて作成することを要する。

２　恩給給与規則（大正十二年勅令第三百六十九号。以下「規則」という。）第二条ノ七第三項若しくは第五項、第七条第二項、第八条第

二項、第九条第一項、第十条第二項、第十条ノ二第一項、第十条ノ三、第十条ノ四、第十条ノ五、第十条ノ七第一項、第十条ノ八、第十

条ノ九第二項、第十条ノ十第一項、第十条ノ十一、第十条ノ十二、第十一条第一項、第十二条第二項、第十二条ノ二第二項、第十三条第

二項、第十三条ノ二第二項、第十三条ノ三第二項、第十五条第二項、第十六条第二項、第十六条ノ二又は第十六条ノ三の規定により総代

者が恩給を請求する場合の恩給請求書には、請求者の氏名の上部に「総代者」と明記することを要する。

３　旧恩給法の特例に関する件（昭和二十一年勅令第六十八号。以下「旧勅令第六十八号」という。）施行前に裁定を経たことのある年金

たる恩給に相当する法律第百五十五号附則の規定による年金たる恩給を請求する場合の恩給請求書には、請求者の氏名の上部に「旧既裁

定恩給受給者」（請求者が法律第百五十五号附則第二十二条第四項に規定する者であるときは、「旧既裁定恩給（無期）受給者」）と明記

することを要する。

４　恩給請求書に添附すべき書類は、おおむね別紙第十七号書式から第四十八号書式までに準じて作成することを要する。

（国外居住者の恩給請求）

第五条　規則第六条又は第十三条ノ三の規定により扶助料請求書又は傷病者遺族特別年金請求書を直接に裁定庁に差し出すべき場合におい

ては、国外に居住する者は、所管領事官の現住証明を受け、これを総務省に差し出すことを要する。

（本属庁の事務）

第六条　本属庁において恩給請求書類を受け付けたときは、別紙第四十九号書式から第五十三号書式までに準じて恩給金額計算書を作り、

証拠書類を添付して、これを総務省に送付しなければならない。ただし、規則第二十二条第一項ただし書に規定する場合においては、恩

給金額計算書を作ることを要しない。

（恩給証書の交付）

第七条　総務省において、規則第二十六条ノ二に規定する裁定告知書を交付した後恩給証書を作成したときは、これを権利者に交付するも

のとする。この場合において、権利者は裁定告知書を総務省に返納することを要する。

（恩給請求の却下）

第八条　恩給の請求を却下した場合においては、総務大臣は、請求者に対して直接その旨を通知するとともに、その要旨を関係庁に通知し

なければならない。

（恩給証書等の誤りの訂正）

第九条　総務省において、規則第二十五条の規定により誤りを訂正し、又は裁定の改訂をした場合においては、権利者に通知し、又は新証

書を交付しなければならない。

（支払通知書が還付されたときの取扱い）

第十条　総務大臣は、恩給の支払額、支払開始日等を記載した支払通知書（支出官事務規程（昭和二十二年大蔵省令第九十四号）第十六条

第一項の規定による通知の文書又は同条第三項に規定する国庫金送金通知書をいう。）が還付され、権利者の所在が明らかでないときは、

還付された日以後の支給期月に支払うべき恩給の支給を差し止めることができる。

（支払開始日）

第十条の二　年金たる恩給の支払開始日は、各支給期月の六日（その日が日曜日若しくは土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和二十三

年法律第百七十八号）に規定する休日（以下本項において「日曜日等」という。）に当たる場合は、その日の直前の日曜日等でない日）

とする。ただし、受給者の請求により一月に支給すべき恩給をその前年の十二月に支給する場合にはその月の二十一日（その日が日曜日

等に当たる場合は、その日の直前の日曜日等でない日）とする。

２　前項の規定にかかわらず、恩給を受ける権利が失われた場合におけるその期の恩給は、支払開始日前の日においても支給する。

（生存の確認）

第十条の三　総務大臣は、規則第二十九条第一項に規定する支給期月の前月において、地方公共団体情報システム機構から年金たる恩給の

受給者又はその恩給に加給若しくは加算されている額の対象者に係る住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第三十条の九に規

定する機構保存本人確認情報（同法第七条第八号の二に規定する個人番号を除く。）の提供を受け、当該者の生存の事実を確認するもの

とする。

２　総務大臣は、前項の規定により本人確認情報の提供を受け、生存の事実が確認されなかつた年金たる恩給の受給者に対しては、前項の

支給期月以後に支払うべき恩給の支給を差し止めることができる。

（未支給金の請求等）

第十一条　恩給法（大正十二年法律第四十八号）第十条ノ二第二項の規定により恩給の未支給金の支給を受けようとする遺族又は相続人

は、その旨を記載した請求書に次の書類を添付して、これを総務省に差し出すことを要する。ただし、遺族が未支給金を請求する場合に

おいて、同時に規則第六条の請求を行うときは、次の書類は添付することを要しない。

一　権利者の死亡当時の請求者の身分関係を明らかにすることができる戸籍の謄本若しくは抄本又は不動産登記規則（平成十七年法務省

令第十八号）第二百四十七条第五項の規定により交付を受けた同条第一項に規定する法定相続情報一覧図の写し

二　請求者が、公務員の死亡当時、公務員により生計を維持し、又は公務員と生計をともにしたことを明らかにすることができる申立書

（遺族が請求する場合に限る。）
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２　総務大臣は、前項の請求に係る未支給金を支給するときは、失権時給与金支給決定通知書を当該遺族又は相続人に交付しなければなら

ない。

（払渡金融機関の名称等の届出）

第十二条　請求者は、払渡金融機関の名称及び預金通帳の記号番号その他必要な事項（次項において「払渡金融機関の名称等」という。）

を記載した届書を総務省に差し出すことを要する。

２　受給者は、払渡金融機関の名称等を変更しようとするときは、その旨を記載した届書を総務省に差し出すことを要する。

（国外に居住する受給者の受領代理人）

第十三条　国外に居住する受給者が、国内においてその者に代わつて恩給の支給を受ける者（以下「受領代理人」という。）を指名し、又

はその受領代理人を変更しようとするときは、恩給証書記号番号、受領代理人の氏名及び住所並びに当該受領代理人により支給を受ける

期間（一回の委任につき五年を限度とする。）その他必要な事項を記載した委任届に所管領事官の作成した現住証明書を添付して、これ

を総務省に差し出すことを要する。

２　受領代理人により恩給の支給を受けることをやめようとするときは、その旨を記載した届書を総務省に差し出すことを要する。

（処刑通知）

第十四条　規則第三十一条に規定する処刑に関する通知は、おおむね別紙第五十四号書式に準じて作成しなければならない。

（恩給証書又は裁定通知書の再交付）

第十五条　規則第三十六条の規定により恩給証書（裁定告知書を含む。以下この条及び次条において同じ。）又は裁定通知書の再交付を申

請する者は、おおむね別紙第五十五号書式に準じて再交付申請書を作り、これを総務省に差し出すことを要する。

２　前項の場合において、恩給証書又は裁定通知書を損傷したときは、申請書に当該損傷した恩給証書又は裁定通知書を添付することを要

する。

（加算に関する勤務日誌）

第十六条　法律第百五十五号による改正前の恩給法第三十八条ノ四又は恩給法の一部を改正する法律（昭和二十一年法律第三十一号）によ

る改正前の恩給法第三十六条若しくは第三十七条ノ二の規定による加算をすべき勤務に服した者が恩給を請求する場合においては、その

者の所属庁の長は、その作成に係る勤務日誌の写を恩給請求書類に添付して差し出すことを要する。

附　則

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和二九年六月三〇日総理府令第四六号）

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三〇年九月一日総理府令第四一号）

この府令は、昭和三十年十月一日から施行する。

附　則　（昭和三二年六月二〇日総理府令第三六号）

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三三年五月二九日総理府令第四二号）

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三三年六月二日総理府令第四七号）

この府令は、昭和三十五年七月一日から施行する。

附　則　（昭和三四年四月一六日総理府令第二二号）

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三六年六月一六日総理府令第三〇号）

この府令は、昭和三十六年十月一日から施行する。

附　則　（昭和三七年六月一日総理府令第三二号）

この府令は、昭和三十七年十月一日から施行する。ただし、第三十四号書式及び第三十五号書式の改正規定は、公布の日から施行す

る。

附　則　（昭和三八年六月二七日総理府令第二九号）

この府令は、昭和三十八年十月一日から施行する。

附　則　（昭和四六年六月二一日総理府令第三二号）

この府令は、昭和四十六年十月一日から施行する。

附　則　（昭和四八年七月二四日総理府令第四〇号）

この府令は、昭和四十八年十月一日から施行する。

附　則　（昭和四九年六月二七日総理府令第四一号）

この府令は、昭和四十九年九月一日から施行する。

附　則　（昭和五〇年一一月七日総理府令第六七号）

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五一年六月三日総理府令第三四号）

この府令は、昭和五十一年七月一日から施行する。

附　則　（昭和五二年五月二四日総理府令第三〇号）

この府令は、昭和五十二年八月一日から施行する。

附　則　（昭和五五年一〇月三一日総理府令第五五号）

この府令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五七年九月二五日総理府令第三六号）

この府令は、昭和五十七年十月一日から施行する。

附　則　（昭和五九年六月二九日総理府令第三五号）

この府令は、昭和五十九年七月一日から施行する。

附　則　（昭和五九年六月三〇日総理府令第三六号）

この府令は、昭和五十九年七月一日から施行する。

附　則　（平成四年三月三一日総理府令第八号）

（施行期日）

１　この府令は、平成四年四月一日から施行する。
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（経過措置）

２　改正後の恩給給与細則及び国会議員互助年金法施行規則の規定は、この府令の施行前に生じた事項にも適用する。

３　改正前の恩給給与細則及び国会議員互助年金法施行規則の規定により貯金事務センターを経由してされた通知は、改正後のこれらの府

令の規定によりされた通知とみなす。

附　則　（平成一〇年七月九日総理府令第四七号）

この府令は、平成十年八月一日から施行する。

附　則　（平成一二年八月一四日総理府令第九〇号）　抄

この府令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一五年一月一四日総務省令第一七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

（旧様式により調製した用紙に関する経過措置）

第十条　第一条の規定による廃止前の勤労者財産形成貯蓄契約、勤労者財産形成年金貯蓄契約及び勤労者財産形成住宅貯蓄契約に係る郵便

貯金の預入等に関し郵便貯金規則の特例を定める省令若しくは第一条の規定による廃止前の要介護者に係る定期郵便貯金の預入等に関し

郵便貯金規則等の特例を定める省令又は第二条の規定による改正前の簡易郵便局規則若しくは第四条の規定による改正前の恩給給与細則

（以下この条において「旧省令」と総称する。）に規定する様式又は書式により調製した用紙は、この省令の施行後においても当分の間、

使用することができる。この場合、旧省令に規定する様式又は書式により調製した用紙を修補して、使用することができる。

附　則　（平成一七年三月三一日総務省令第五七号）

この省令は、平成十七年四月一日から施行する。

附　則　（平成一八年三月三〇日総務省令第四八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一九年九月二八日総務省令第一二二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十九年十月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　改正前の恩給給与細則第十条第一項の規定により交付された支払通知書は改正後の同項の規定により交付された支払通知書と、改

正前の恩給給与細則第十二条の規定により提出された届書は改正後の同条第二項の規定により提出された届書と、改正前の恩給給与細則

第十六条の規定により提出された申請書は改正後の同令第十五条の規定により提出された申請書と、それぞれみなす。

附　則　（平成二六年五月一五日総務省令第四八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二六年五月二九日総務省令第五二号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、国家公務員法等の一部を改正する法律（平成二十六年法律第二十二号）の施行の日（平成二十六年五月三十日）から施行

する。

附　則　（平成二七年三月三一日総務省令第三五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行の日から施行する。

附　則　（平成二七年九月三〇日総務省令第八三号）

この省令は、平成二十七年十月一日から施行する。

附　則　（平成二八年五月三一日総務省令第六六号）

この省令は、平成二十八年六月一日から施行する。

附　則　（平成二九年三月二四日総務省令第一二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和二年一二月二八日総務省令第一二九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和三年一一月一八日総務省令第一〇〇号）

この省令は、公布の日から施行する。
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別紙
第一号書式

第一号書式

　　　普通恩給を給与されたく、証拠書類を添えて請求します。

　　　 総務大臣  　殿

　　 　　年　　　月　　　日　

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

退職年月日

退 職 当 時 の
階級・官職名

郵便番号

（電話番号 －　 － ）

普　通　恩　給　請　求　書

現 住 所

           都道
           府県

　　　年　　　　　　月　　　　　　日
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第二号書式

第二号書式

　　　　下記普通恩給を改定されたく、証拠書類を添えて請求します。

　　　  総務大臣  　殿

　　 　　年　　　月　　　日　

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

恩 給 証 書
記 号 番 号

郵便番号

（電話番号 －　 － ）

普　通　恩　給　改　定　請　求　書

現 住 所

           都道
           府県

　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　号
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第三号書式

第三号書式

　　　公務傷病による恩給を　　　　　　　されたく、証拠書類を添えて請求します。

　　　 総務大臣  　殿

　　 　　年　　　月　　　日　

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

退職年月日

退 職 当 時 の
階級・官職名

郵便番号

（電話番号 －　 － ）

公 務 傷 病 に よ る 恩 給 請 求 書

現 住 所

           都道
           府県

　　　年　　　　　　月　　　　　　日

給与
改定

6



第四号書式

第四号書式

　　　総務大臣　　殿

　　 　　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

恩 給 証 書
記 号 番 号

（電話番号 －　 　－ ）

           府県

再　審　査　請　求　書

郵便番号

現 住 所

      下記恩給を給されていたところ、まだ傷病が回復していないから再審査

　　されたく、証拠書類を添えて請求します。

　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　　　　　　号

           都道

7



第五号書式

第五号書式

　　　　総務大臣　　殿

                            　　年　　　月　　　日

 （フ リ ガ ナ）

 請求者氏名

恩 給 証 書
記 号 番 号

郵便番号

           都道
           府県

（電話番号    － － ）

加給の原因である家族の員数が　　　　　    したから、下記恩給を改定されたく、

　　　　　　　　　　　   　第　　　　　　　　　　　　　　号

公務傷病による恩給改定請求書

現 住 所

  証拠書類を添えて請求します。

増加
減少

8



第六号書式

第六号書式

　　　一時恩給を給与されたく、証拠書類を添えて請求します。

　　　総務大臣  　殿

　　 　　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

退職年月日

退 職 当 時 の
階級・官職名

郵便番号

（電話番号 －　 － ）

一　時　恩　給　請　求　書

　　　年　　　　　月　　　　　日    

現 住 所

           都道
           府県

9



第七号書式

第七号書式

　　扶助料を給与されたく、証拠書類を添えて請求します。

　　総務大臣　殿

　　 　　年　　　月　　　日

（フリガナ）

請求者氏名

公 務 員 （ 旧
軍人等)氏名

死 亡 年 月 日 と の 続 柄

－ 　－ ）

現 住 所

郵便番号

           都道
           府県

　（電話番号

扶　助　料　請　求　書

年　　　　　月　　　　日

公 務 員

10



第八号書式

第八号書式

　  扶助料を給与されたく、証拠書類を添えて請求します。

　  総務大臣　殿

　　 　　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

前 扶 助 料
権 者 氏 名

失 権年 月日

都道
府県

（電話番号 　－   　－ ）

年　　　　　月　　　　日

現 住 所

扶　助　料　請　求　書

郵便番号

請 求 者 の 公 務 員 （ 旧 軍 人 等 ） と の 続 柄

11



第九号書式

第九号書式

　    傷病者遺族特別年金を給与されたく、証拠書類を添えて請求します。

　    総務大臣　殿

　　　　　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

公 務 員 （ 旧
軍人等)氏名

死 亡 年 月 日 と の 続 柄

 都道
 府県

（電話番号 －  － ）

傷病者遺族特別年金請求書

郵便番号

年　　　　　月　　　　日

公 務 員

現 住 所

12



第十号書式

第十号書式

　　　下記扶助料を改定されたく、証拠書類を添えて請求します。

　　　総務大臣　殿

　　 　　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

扶 助 料 証 書
記 号 番 号

号

　　（電話番号 － 　－ ）

扶助料改定請求書

第

現 住 所

郵便番号

           都道
           府県

13



第十一号書式

第十一号書式

    扶助料証書を書き換えられたく、証拠書類を添えて請求します。

　  総務大臣　殿

　　　 　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

失 権 し た 者
の 氏 名

失 権年 月日

 都道
 府県

（電話番号 　－ － ）

現 住 所

扶助料証書書換請求書

郵便番号

年　　　　月　　　　日

14



第十二号書式

第十二号書式

　　　　総務大臣　殿

　　 　　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

扶 助料 証書
記 号 番 号

　　（電話番号 － 　－ ）

加給（加算）員数の変動
による扶助料改定請求書

郵便番号

現 住 所

　　加給（加算）の原因である遺族の員数が　　　　　　したから、下記扶助料を

　　  改定されたく、証拠書類を添えて請求します。

　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　　　　　　号

           都道
           府県

増加

減少

15



第十三号書式

第十三号書式  

   　下記扶助料を改定をされたく、証拠書類を添えて請求します。

　  　総務大臣　殿

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

扶 助 料 証 書
記 号 番 号

第 号

 都道
 府県

（電話番号 － － ）

現 住 所

加算に関する扶助料改定請求書

郵便番号

　　　　　　　　　　 　年　　　月　　　日

16



第十四号書式

第十四号書式

　  下記扶助料権者は所在が不明であるから、扶助料を停止されたく証拠書類

　を添えて申請します。

　  総務大臣　殿

　　 　　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

申請者氏名

扶 助料 権者
氏 名

所 在 不 明
と な っ た 日

年　　　　　月　　　　　日

扶助料停止申請書

申 請 者 と 公 務 員 と の 続 柄

17



第十五号書式

第十五号書式

　　総務大臣 　殿

　　 　　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

扶 助料 権者
氏 名

停 止 事 由

都道
府県

－ ）

　（次の該当する番号に○印をつけてください。）

　　(1)  ３年以下の懲役又は禁錮
こ

の刑に処せられたこと。

　　(2)　１年以上所在不明であること。

　　(3)　６０歳未満の夫であること。

（電話番号　　　　　－

現 住 所

扶助料転給請求書

郵便番号

　下記扶助料権者の扶助料の停止期間中扶助料を転給されたく、証拠書類を添

えて請求します。

請 求 者 の 公 務 員 と の 続 柄

18



第十六号書式

第十六号書式

　　　一時扶助料を給与されたく、証拠書類を添えて請求します。

　　　総務大臣　殿

　　 　　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

請求者氏名

公務員（旧軍
人 等 ） 氏 名

公 務 員

死 亡 年 月 日 と の 続 柄

－ － ）

一時扶助料請求書

年　　　月　　　日

現 住 所

郵便番号

           都道
           府県

（電話番号

19



第十七号書式

鱒十七骨瞥式

開’t毘軍司書

（過職岩崎の晴繍・官職名） （ 氏 ~ 

をf, 月 日 ~.J.:

年月間 配 帯 官公場品名
省話事色届~，巴ゆW叫悼平守祇~~<k, 時帰他必明柳仇渇，，，，も 一面－ー叩＿＿.，＿，＿世田－白山町山剛山一一一一一一..，，＿..，~ 

• ..，，，－－~， －－~－－欄柳欄峨酬脚胸骨酔脚醐制時品削船岬鍋叫繊』問軒 町一一白一…J 糊叫加申一一町一一一明由一一一一ート一一一町一町v一一ーー一一一一一町一一一ー一一J

唱曲血血血血嶋山田町山山剛剛山町山山山山剛一一，.＿叩抑制御抑糊似網棚働側四柑甲山町！判明時ゆ岬蹄格闘間加山叩山崎明倫吋J綿叫円台域総輸鮮明明広~··品嶋崎間以刊が制泊、結刷。r岬 4 噌押印齢旬附1'・o<N< ＂~仲町制，.，.＿，..，.帆畑町担 L ，，草地取弘，，

い臨調時昌明晶時間出品－哨品目雌醐h・・ 一 一一

トー－－回一ぬ叩即時合唱...，...叩品一一『4“一向明弘明内仲間叫即吟抑制刷間側仙W ·-·'"">'r＇噌叩，＇＂＇制判納耐続出向皆同~＂叶禍御山山側..畑·in'· n～中w·~－~：.－. c 吋ι 叫問問聞紙＂~抑制均 ＇々＂＇＇

一
上舵1こ相遣ないことを艇明ずる。

年 月 日

(i島敏当時的所織庁の長） 印

側帯

l 学鑓、艦艇‘勲；配‘賞停噂的配縦i立場必.としならL

2 任免、紙佳‘鼻緒。‘界結綿ti、峨を趨い、開陳のなも＇ 'j,ようにZ手配するζとか
3 過織的事繍｛公務~＝起闘しない傷病のためi且職した者については海その繍｝

を明配するニc咽
4 組織当時の所周，fTの..，立均他JTに閑寸Q嚇械については附合的上、これ栓鮮
記すること母

20



第十八号書式

鯛十八時書式
抑

湛蝿I怨書庄司月調酢

下抵のとおり現腿しました晶

熔 舟 日

現飽者

｛住所及び宮峨~（又は階級）｝

民 t; 

品”も v’ ＂＂，，，岬山崎 岬

公務員｛｜臼軍人事事｝め氏名

ド山崎，，，，，圏直 '""'  
師団＂－措置も~~

備 病 －~ 

負備｛稿欄｝機
年 月 B 時 頃

総 した 岡崎

司事 ド岨齢ι

噛

咽 融｛蕗｛楠硝｝
評匹、
した場所

で
き ”...拘畑島崎験回埠噌咽‘．包－－－－~ー・昏e，司晶担刷”d ，吋＂＇ム 4酌ザ 且‘〆喝事い’向 . 

ヤ ・ぜ品諸島肘弘＃可略泊，加諸昌弘汁酬命叫 ＂＂＇＂＇＂＂＇崎泊哨品必品蜘品岬品占宙括合宿泊同品占脚色 4白血d出 u出品ι品剖骨J ' 

意
司

魚i高（Ml病）した時的状概
る
だ

2事

〈
院
入
し
~c 

く
た？
~ 
も『
0 
、国，

側溝f硬路曹が多散あるときは福その2:g 以上が~襲容する二と唾
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第十九号書式

痢十九骨寄武

即 過S民年禽
職備痢者戦没者溜肱噂柵随法iよる 畿定艇明．... 弔慰愈

公勝負 ( 8' 4!. ) 

勝噂：勝年金 t 
扶助料綿求書tl 受綿密｝

吊慰金 .f 

公硝風との続桝

（氏名｝

上位公樹闘の死亡iこっき、上記械助料蛸求書iζ：対し匂服飾痢；智戦没者組職

鮪 2 3 ＂鱗 i頃鮪 1停に
噂膿纏訟（唱和27＇ド緋棒鋼 12 1時｝

賀町34条旗 11織の繊定およる~慰金

網定ずる場合的 ii勝年金
を給すペ舎ものと~·定して

｛問法問儀費臨2嘱の規定による場合を！鞠し｝

｛阪. 1 Z己特I：鱗
検定通知書 .J 

骨｛

遺：験停企艇.
を究付Lt:：二とを1正明する帯

構慰金椴定通知書

qa 月間

~.；；， 月 日付付｝

厚生労働大臣附

棚噌 扶助料開z供者が組臓年金を受けたときは、遺朕年金の総定fこついてt証明し、
紙助料削Z防省が週•i廃年金を受けたことがなく帯慰金を受けたときは略明慰l·監の蹴
憶について脱明すること晶

22



第二十号書式

節こ十時書官吃

戦傷病者嶋崎酬制御による署管2繊定範明．
公務？風 氏 名

続騨』料11~舵J智

公務員との続柄

民 名

上配公務闘の舵亡iょっき匂上紀快駒料繍求者以外の下肥の唱fiこ対し‘

第 2 3 粂
融制綱審戦投者遺脱樽繊細怯｛昭和27停怯撒第 l2 7 4争｝第34 ~長鮪 1 唄

第 1 機構 l 号 i二練定する場合的雌麟年？最多，
の雌定じよる弔慰金｛同法阿保鱗 21買の欄Ji!による婦合を怖く晶）‘

給すパきものと決定して｛議定通知書記骨｝鱗 号

年 月 日付け｝ 遺旗年金肱.を交付したことを紙明
の弔慰金；織定通知.

ぺYる母

蹴

公櫛員止の縦断 氏 名

年 月 同

厚生労働大臣印

備考
1 扶肋料締常者が週tt高年金又は弔慰金を受けたζ止がなく‘扶助料精米者以外
的事fが..廃年金を！受けたときはら潰蛾年金の織；定について臨明し、遺蟻年金を
受けた吾がなく扶助糾鮒求者以外の曹が硝慰金を焚けたと舎は忌弔慰金の餓2さ
について縦明するこど．
2 趨麟年金又は弔慰金受給者が．公務員と婚期的脳出をしても’‘ない泊号、著書J療上
婚姻欄悌と問機的事情にあった者であると舎は”公務員とめ続桝は f：事寓上の
婚姻閥悌にあった者Jと配載するニと也
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第二十一号書式

筋二十一骨密筑

聞拘30年法..，臨， 4 4 骨による atl•正鵠の峨備偶者側没者ii線場

ii肱年禽
燭組法による 緯定恒明書

弔慰金

公務風 ｛ 院 名 ） 

紙助料削減者（遺勝部金量館者j
哨慰金

公務員との線網

｛氏名）

l:総公務。闘の：蛇亡iこっ舎も上総統助料鮒求書iこ対し、戦闘S痢者戦没者

遺繊樽撹3書法的一糊＆改正する続悌（18杭l3 0毒事掛梅郷l4 4帯｝によ

る政疋換の蜘{I病者職枇者遡焼噂鍋tit:;（昭和21 年u:~輪第 1 2 7 ~争〉

鰯4.鮪2X買ただし書の.ti定的適用により戦備刑者械設省ー遺飯輔錦繍隊
郷23~島都 1 積郷 1 骨に螺旋する場合的地麟年金

を輸すベ舎ものと決定して
鮪 34帰郷 1噴の嬬躍による弔慰金

｛設定通知2附］鱗 号｛

遺旗略愈蹄嘗
唱と交付したことを：版制する儲

弔慰盛蹴定通知書

年月時

毒事 月 日付け）

厚生労働大臣印＼

備考扶助料綿ボ輔が遺蛾年金を焚けたと舎は、 ii蝶年金の繊，lf:lこついて鉱明し苅
侠納料開求者が遺脇陣金者受付たことがなく弔慰金を費けたときは‘明慰金的総
理Zについて’艇刺すること也
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第二十二号書式

鱒ニ十二骨都武

昭和30隼鴻怖賀町14 4骨によtる散在畿の戦備欄脅戦没宥遺鰻縛

側漉による器管許制明書

公務蝿 氏 :g 

験助料麟求者

公務員との続桝

氏 名

上記公務員の死亡｜こっき祖上記快iめ料鱒求者以外の下配の者に対し与戦傷

偶者戦枇者趨；峡噂捜糟H:tのm 郁をi!t配する機縛｛昭和30年続愉14 4骨｝

必よる~正秘的輸儲病者戦掛脊組践帯損2書館｛昭和 2 7 4:ド法制E鱗12 1帯）

鱗44除鱗2嘱ただし櫛の繊定の場周はより昭島傷術者戦役者遺篠等視線法

れ3tll抑弘常現有t~~合2導対室密輸すベさものと決定して

｛議定涌知書配骨｝期 骨（ 年 月 自ゃれず）

の事晶弘制時を史f'rtした二と酬明する骨

記

公繊貝との脱柄 氏 ~ 

年 月 日

J 厚生労働大臣 印

備考
l 棋助料3求者市＼ii臓をド金x~立弔（愈を受けたこ・とがなく‘侠助制制収者以外
的者が.勝年命を掛けたときは‘噛蛾年金の繊if:Iζついて艇明し 趨店員年金を
受けた署がなく挟扇料糊求者以外の1が弔慰哉告受けたときIi..栴癒iの椴定
tニついて腿明するζとa － 
2 遁S前年金又Ii弔慰金受験者が、公務員と婚摘の腐出をしていないが、事拠上
婚姻開綿ど開憾の 情にあった帯であると曾ii.公勝負との脱柄fir事灘上の
時期間訴にめゥた者jと紀戦すること噛

25



第二十三号書式

第三十三特欝音色

矧和30年法樟篤 144骨附鼻j’~1 1唄の嬬愈による弔慰倉般定

雌明書

公務縄 （氏 ．も j

紙助料繍求者｛唱慰金受給者｝

公樹闘との続柄

｛氏名｝

上舵公精蝿の死亡につ脅考上総侠肋料鵬携宥lニ対し，戦備病者嶋没者

遺蛾噂ti纏除仰向郁を依:iE寸る訟撒（昭和30年法l纏捌 l4 4 ~号｝附制

期l1 r1の繍窓口よる弔慰金配給すべきものと快慌して（鰍定通知書配帯｝

調時 侍｛ 年 月 割付け｝の弔慰ii.載旋通知帯動

焚付したことを級制する笹

部 R 日

厚生労働大臣 l；印
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第二十四号書式

部二十湖特·•拭

相糊30隼域綿棒14 4骨鮒111鄭， l項の繊定による弔慰金alt

臨明書

公綿織 ｛氏 c払｝

扶助料鯖3政省・

公務員との続柄

( .a: 名）

上記公掛倒の花区？につき、上舵扶助料綿J常者以外的下IC!の者iこ対L・$

戦協病者戦没者遺肱将棋譜惜の一桝を故.IEする怯檎｛昭和30年法抑

観 l4 4特｝餌 l1 J＇，員の燐定 iこよる弔慰命§：給すパきものと決定して

｛事故定i晶知：僻配苦手） 第 停｛ 伴長！ 日付け｝

の弔慰金雄揺さ通知識骨~付したととを粧例ずるe

記

公縮員との峨｛将 （氏 名｝

王手 対 日

厚生労働大臣印

醐常 明慰金受給者が＆公務員と婚期の組出をしていないが噴事：挺上婚姻関係と
間織の事情iこ恥った者でめるときは篭公鞠.との統制l;tfl事.ょの峨期間併に
あった者』と記載すること＠
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第二十五号書式

購ご十五停帯まえ

崎和28年法樽’~181骨鮒陣l錨：20鳴の規定1二よる

ii旗年金
•JI!旗明．

弔慰愈

公務員 ｛氏 ~ ) 

f趨棋年金
般肋料開求者l 受給者j

k弔慰金

公務員との縦断

｛氏名｝

上総公務員約死亡につき、’上院快助料錦Jtt・響iこ対し、戦協術者臓機密通信勝

噂倒；鱒掛のー郡金融配する白色伸｛昭和28年麟傭鮪18 I母）附則掛20

:/. 遺族議存命 r鉱 晦 1 
積の練lt.はよ d を給十べ舎ものと快挺して｜ 舵暗｜

明慰金 t総定通知也 .J 

第 勢｛

を焚付したことを純明ずるE

偲月日

年ー月
週E続年金 ftE帯

日付~t）の
司自癒金融定緬知.

厚生労働大臣 J繍

側~ 快助料繍＊：者が瀦勝年金を・受けたときは、遺旗年愈の織活さについて経明し当
扶助料棚求智治t遺繍年金金受けたことがな〈弔慰金を受けたと書j立、吊慰：禽：の縦

ZさについてR証明すること咽
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第二十六号書式

鮪こ十六時都武

昭和28年法綿餌， 8 1骨附則旗20唱の網目定による

温勝年金
弔慰金織定雌明書

公繍員 ｛既

伏助料抑求書

公務員どの続柄

~ ) 

｛氏名｝

上IC公務臓の死亡につきも上配線肋料鮪;Qt者以舛の下肥の者に対し合

戦繊病者職枇者遺般都銀縄訟の…邸を.ijf(正する怯抑｛昭和2,8年怯伸都

l 8 1 骨）附闘11鱗 20 域的縦貫~I－：よる溜鍛4解金書ケ総すべきものと検定して
」 弔慰 l金

，紙書
l鍛定通知書記号｝都 帯｛ 陣 月 日付け｝

組麟年金艇帯
の明慰金職活湖知轡世史f~·t したことをE証明する申

総

公鵬縄どの続柄 （氏 名｝

部月日

厚生労働大臣印

備喝
1 侠駒料開3般有が直線年愈況は明慰金唱と受けたことがなく．侠助料鯛3技者以外
的事fが遺脱都愈告発けたと舎は‘遺S保革金の織定について艇明し‘遺勝年金を l

受けた.がな〈扶助料輸求者以外の者が弔慰金を受けたときは、弔慰金の般lE
について艇明すること噛！
2 a陸自興年金沢は明慰金受給智治t、公務員と繊細の刷出をしていないが号車英上
伸網関係と問機的事情にあった者であると舎は‘公勝典との続柄は f事実上の
婚欄関係にあった者Jと紀織するζと噛

29



第二十七号書式

第二十七号書式

　　
１　刑に処せられたこと等に関する申立て

　　・　３年を超える懲役又は禁錮
こ

の刑に処せられたこと。

　　・　在職中の職務に関する犯罪により禁錮
こ

以上の刑に処せられたこと。

　　・　国籍を失ったこと。
　　　　　　

２　再就職に関する申立て（次の該当する番号に○印をつけてください。）

　　 請求書に記入した退職年月日後、国家公務員、地方公務員又は旧公共企業体 （三公社）

(１)　ない。

　　職員として勤務したことが

(２)　ある。

　　　（(２)に○印をつけた方は、その勤務期間などを次に記入してください。）

　　　勤　務　 期　間　 年　　　　　　　月　～　　　　　　　　　年　　　　　　　月　

勤務先・官職名

勤　務　 期　間　 年　　　　　　　月　～　　　　　　　　　年　　　　　　　月　

勤務先・官職名

　　　（上記の期間、勤務したことにより恩給又は共済年金を受給している場合は、その証書

　　　記号番号と発行機関を次に記入してください。）

証書記号番号・年金コード

証書の発行機関

　　　　  次の事項に該当したことがない。

　　　　年　　　　　月　　　　　日

申立者氏名

失権事由非該当申立書

　　　（次の該当する番号に○印をつけてください。）

　　(１)　請求書に記入した退職年月日後

　　　　上記のとおり申し立てます。

　　(２)　別添の刑に関する申立書に記載の刑以外に
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第二十八号書式

第二十八号書式

　　
１　刑に処せられたこと等に関する申立て

次の事項に該当したことがない。

　　・　３年を超える懲役又は禁錮
こ

の刑に処せられたこと。

　　・　在職中の職務に関する犯罪により禁錮
こ

以上の刑に処せられたこと。

　　・　国籍を失ったこと。
　　　　　　

２　再就職に関する申立て（次の該当する番号に○印をつけてください。）

　　 公務員（旧軍人等）は退職（復員等）後、国家公務員、地方公務員又は旧公共企業体

　　（三公社）職員として勤務したことが

　　　（(２)に○印をつけた方は、その勤務期間などを次に記入してください。）

　　　勤　務　 期　間　 年　　　　　　　月　～　　　　　　　　　年　　　　　　　月　

勤務先・官職名

勤　務　 期　間　 年　　　　　　　月　～　　　　　　　　　年　　　　　　　月　

勤務先・官職名

　　　（上記の期間、勤務した公務員が死亡したことにより、あなたが扶助料又は遺族（共済）

  　年金を受給している場合は、その証書記号番号と発行機関を次に記入してください。）

証書記号番号・年金コード

証書の発行機関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(２)　別添の刑に関する申立書に記載の刑以外に

　　　　上記のとおり申し立てます。

　　　　年　　　　　月　　　　　日

申立者氏名

　　　　(１)　ない。

　　　　(２)　ある。

普通恩給失権事由非該当申立書

　　　（次の該当する番号に○印をつけてください。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(１)　退職（復員等）後

　公務員（旧軍人等）は
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第二十九号書式

第二十九号書式

　（配偶者用）

・

・

・

・

申立者氏名

　　　　上記のとおり申し立てます。

年　　　　　月　　　　　日

私は、公務員（旧軍人等）死亡後、次の事項に該当したことがない。

３年を超える懲役又は禁錮
こ

の刑に処せられたこと。

国籍を失ったこと。

遺族以外の者の養子となったこと。

扶助料失権事由非該当申立書

婚姻（事実上の婚姻関係にある場合を含む。）したこと。
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第三十号書式

第三十号書式

　　
１　刑に処せられたこと等に関する申立て

　　・　３年を超える懲役又は禁錮
こ

の刑に処せられたこと。

　　・　在職中の職務に関する犯罪により禁錮
こ

以上の刑に処せられたこと。

　　・　国籍を失ったこと。
　　　　　　

２　普通恩給等に関する申立て（次の該当する番号に○印をつけてください。）

　　 　(１)　昭和46年10月１日

　(２)　昭和49年９月１日          において、普通恩給又は退職年金に関する恩給法以外の法令

　(３)　昭和50年８月１日

の規定により旧軍人又は旧軍属としての実在職年を算入した期間に基づく退職年金を受ける権

利を有していない。

（注）　昭和４６年10月１日・・・・・・下士官以上としての在職年が１年以上の場合

　　　　昭和４9年９月１日 ・・・・・・下士官以上としての在職年が６月以上１年未満の場合

　　　　昭和50年８月１日 ・・・・・・下士官以上としての在職年が６月未満の場合又は兵の場合

　　　　上記のとおり申し立てます。

　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

申立者氏名

一時恩給の請求に関する申立書

　　請求書に記入した退職年月日後、次の事項に該当したことがない。
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第三十一号書式

第三十一号書式

　　
１　刑に処せられたこと等に関する申立て

　　・　３年を超える懲役又は禁錮
こ

の刑に処せられたこと。

　　・　在職中の職務に関する犯罪により禁錮
こ

以上の刑に処せられたこと。

　　・　国籍を失ったこと。

　　・　３年を超える懲役又は禁錮
こ

の刑に処せられたこと。

　　・　国籍を失ったこと。

　　・　婚姻（事実上の婚姻関係にある場合を含む。）したこと。

　　・　遺族以外の者の養子となったこと。
　　　　　　

２　扶助料等に関する申立て（次の該当する番号に○印をつけてください。）

　　 　　　(１)　昭和46年10月１日

　私は、　　　(２)　昭和49年９月１日        において、扶助料又は退職年金に関する恩給法以外

　　　(３)　昭和50年８月１日

の法令の規定により旧軍人又は旧軍属としての実在職年を算入した期間に基づく遺族年金を受

ける権利を有していない。

（注）　昭和４６年10月１日・・・・・・下士官以上としての在職年が１年以上の場合

　　　　昭和４9年９月１日 ・・・・・・下士官以上としての在職年が６月以上１年未満の場合

　　　　昭和50年８月１日 ・・・・・・下士官以上としての在職年が６月未満の場合又は兵の場合

　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

申立者氏名

一時扶助料の請求に関する申立書

　　公務員（旧軍人等）は退職（復員等）後、次の事項に該当したことがない。

　（配偶者用）

　　また、私は、公務員（旧軍人等）死亡後、次の事項に該当したことがない。

　　　　上記のとおり申し立てます。
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第三十二号書式

補五十：！？こ特説書式

昭和28年法悌第155号附則鄭24魚の3又は郷29条の2

の規定に偏る陶蹴に倒する恒明信

｛氏名）

上総の者i誌、公鵜飼としての砿繍中の職務に側捜して1a恩給法的特例は

関する｛中の柵蹴に間十る能簡｛附fD27俸給神第20 5 .. す） ＇とよる a'l1E削の I ~ 

lfl恩給措の特例に捌する件（昭和2 1 年勅令都68 時）鱗8~鱗 l 積の織定

iこS車場し、 tr.“ 月 白から 年 月 日までの閑

拘鱗されていfたこと事：Iii：制する牽

tド JI 翻

（法務大臣又は厚生労働大臣） 印
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第三十三号書式

鮪五十三帯都民

刑 r:::llllずる申立・F

（部名）

年 J~ 日

一｛：：｝ 部？ }JO)附に処せられたが， 年同

fその揮についてはも大融合受け t:.I 

i司

~ ｝二とを

1執行揃予の曾憶しf:敗り摘されるニとなくその掬u聞を随過した F

申し立てます時

• 1J Iヨ

艶嘉重厚L金…一…町一
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第三十四号書式

期三十四時欝武

刑 tz嶋崎ずる申:r.z:・

公務員 (I日瓶入噂） （ 氏 名 ｝ 

（掠~）

上艇の者は匂 年月日

d
N
 

たれム4せ処刑のnn 
年

w

魁

役

僻

働

相よ 年月間

lそり搬については 大赦を受けた1
｝ことを

執行猶予仰漕厳しを取り捕容れることなくその期間密鵠過した J

申し立てます”

年月日

’a立省民各一一時一……一

37



第三十五号書式

郷三十五骨盤武

地裏戚.XIま館町tこ聞する申立咽嘗

相 月 間懲蛾又は態酬の地：分によりi店職したが、

都 月 問題E定期成文i虫剤~~が免除されたこ：とを時還し

立てます昏

年 月 日

鹿島貧民主………明一……抑制
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第三十六号書式

郷三十点4告書式

綿喪寓詑~tま稽寓，rJ＇二ニflllψ由る申主主割’

公務員 (I日蹴人噂｝ ｛ 氏 名 ） 

上fec1；〕者j式、

過職したがa

年 丹 時態蛾.xi;t.憾聞の処分iこより

~ 月 抑揚麟甥峨.xは懲捌が免隣

されたことを申し立てます恥

年 」月 日

型畠重重量 母耐ゐ白益出面“嗣越砧硲必益弘溢溢治白幽恒溢泌溢巡掛値益猷a品協骨悩磁錨迫温醤泌砧泌治省槌悩幽必必俗尚尚緩滋也悩道範減
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第三十七号書式

姉三十七骨書室町

昭和

｛船名｝

タト国自鹿島［ff守剛脆.鋼修o:>fll&D回禽事F曹関

r＝聞する申~・F

停

益事

月

舟

（糟縄各｝

日 代人鳴した

によって柵闘したこ止を申し匁てます惣

日

昭和20時三8月l5日当時の本館地

ゆ鍋齢帽－締帥邑験制伽噌－刷嚇喝始柿網脚欄柑冒柑棚曹司，，，，.，.，.，，.‘川＇＂必議訴訟柄、匂謝【＇＂＂も酬＂＂必従~＇＂抱ぶも必＂＂健鴨緑明機事与盤台場M彰wま崎健司野部伊締役曾号。曾需⑨嶋崎

申立書民高…ω…何一一叫
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第三十八号書式

第三十八号書式

　　退職共済年金

傷病者遺族特別年金の請求に関する申立書

年　　　　　月　　　　　日

　　私は、公務員（旧軍人）が下の表の年金を受けていなかったこと

　  を申し立てます。

旧地方公務員等共済組合法 　　障害年金

申立者氏名

年　　　金　　　制　　　度 年　　　金　　　の　　　種　　　類

恩給法 　　普通恩給

旧国家公務員共済組合法 障害共済年金

（旧公共企業体（三公社）を含む。） 　　退職年金 減額退職年金
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第三十九号書式

第三十九号書式

年 月 日

）

加給の原因である家族の員数の減少申立書

と な っ て い た

申立者氏名

年　　　　　月　　　　　日

加 給 の 対 象

家 族 の 氏 名

つけた方は、具体的な事由を（　）内に記入してください。）

　（１）　　死亡

　（２）　　その他（

　　　　　上記のとおり申し立てます。

 フリガナ

対象でなくなった
年 月 日

　(次の該当する番号に○印をつけてください。また、（２）に○印を

事 由
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第四十号書式

期間十4争調書式
＿，，品、

融総i""C噌町五盟4ヨE縮鶴

思舶の制捜＆び支給の鵬戒については、 ｛ 氏 各，

を次の者会員の総代書とLます骨

均三 z月 日

（~：の鯛に争闘が氏名＆び醜j附脅胞入して〈ださむ、｝

公轍錬

氏 i名

止の腕附

祖

ゐ

公勝典

氏 名

との酬柄

公鞠.

氏 ~ 
との続柄
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第四十一号書式

第四十一号書式

　　フ リ ガ ナ

   （次の該当する番号に○印をつけてください。）

　　この家族は、公務員（私）と

申立者氏名

　　（(2)に○印をつけた方は、下の〔　　〕欄に公務員との間の生活上の依存関係
　　（仕送りなど）について具体的に記入してください。）

　　　　上記のとおり申し立てます。

　　　年　　　　　月　　　　　日

　　（１）　同居している。

　　（２）　別居している。

加給の原因となる家族の生計関係申立書

加 給 の 原 因

と な る 家 族

の 氏 名
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第四十二号書式

第四十二号書式

　　（次の該当する番号に○印をつけてください。）

　　私は、公務員の死亡当時、公務員と

公務員（旧軍人等）との生計関係申立書

申立者氏名

　　（仕送りなど）について具体的に記入してください。）

　　（(2)に○印をつけた方は、下の〔　　〕欄に公務員との間の生活上の依存関係

　　　　上記のとおり申し立てます。

　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　　　　（１）　同居していた。

　　　　　　（２）　別居していた。

45



第四十三号書式

第四十三号書式

　
  フ リ ガ ナ

   （次の該当する番号に○印をつけてください。）

　　この遺族は、公務員の死亡当時、公務員と

（１）　同居している。

　　この遺族は、現在、請求者と

（２）　別居している。

　　　（１）　同居していた。

　　　（２）　別居していた。

加給（加算）の原因となる遺族の生計関係申立書

加給（加算）
の原因となる
遺 族 の 氏 名

公 務 員

と の 続 柄

申立者氏名

　　（(2)に○印をつけた方は、下の〔　　〕欄に公務員との間の生活上の依存関係

　　（仕送りなど）について具体的に記入してください。）

　　　　上記のとおり申し立てます。

　　　年　　　　　月　　　　　日

　　（(2)に○印をつけた方は、下の〔　　〕欄に請求者との間の生活上の依存関係

　　（仕送りなど）について具体的に記入してください。）

（次の該当する番号に○印をつけてください。）
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第四十四号書式

　（１）　受けている。
 私(扶助料請求者）は、下の表の年金を

  （２）　受けていない。

　　（「(1)受けている。」に○をつけた方は、下の表の受けている年金の種類の番号に○印をつけ、

　　該当の年金証書の写し（年金額改定通知書又は年金振込通知書でも可）を添付してください。）

１ 老齢厚生年金（１１５０）　２ 障害厚生年金（１３５０）

３ 老齢年金（０１３０）　　　 ４ 障害年金（０３３０）

１ 障害基礎年金（１３５０，２６５０，５３５０，６３５０）

２ 障害年金（０６２０）

１ 老齢年金　　　　　　　　 ２ 障害年金

１ 退職年金　　　　　 ２ 障害年金

１ 普通恩給　 ２ 増加恩給　

１ 障害年金

年金の受給に関する申立書

  （次の該当する番号に○印をつけてください。）

年　　金　　制　　度 年　金　の　種　類（年　金　コ　ー　ド）
恩給法 １ 普通恩給　 　２ 増加恩給　 　３ 傷病年金

厚生年金保険法

国民年金法

船員保険法

旧国家公務員共済組合法
１ 退職共済年金　　　　     ２ 障害共済年金
３ 退職年金　　　　 　    　  ４ 減額退職年金
５ 障害年金

（旧公共企業体（三公社）を含む。）

旧地方公務員等共済組合法

旧私立学校教職員共済法

旧農林漁業団体職員共済組合法
(特例年金給付）

１ 特例退職共済年金　　   ２ 特例障害共済年金
３ 特例障害農林年金       ４ 特例退職年金
５ 特例減額退職年金       ６ 特例障害年金

地方公務員の退職年金に関する条例
１ 退職年金　　 ２ 退隠料 　    ３ 障害年金
４ 増加退隠料　５ 傷病年金

日本製鉄八幡共済組合

旧執行官法

共済組合（旧令）等特別措置法 １ 退職年金     ２ 障害年金     ３ 公務傷病年金　　　　

戦傷病者戦没者遺族等援護法

　　（○印をつけた年金の基礎年金番号などを下の欄に記入してください。）

基 礎 年 金 番 号 　　　　　　　　　　　　　 

年　　　　　　月

1

年金コード又は証書記号番号

証 書 の 発 行 機 関

権 利 取 得 年 月 年　　　　　　月

　　　　上記のとおり申し立てます。
　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

申立者氏名

2

年金コード又は証書記号番号

証 書 の 発 行 機 関

権 利 取 得 年 月
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第四十五号書式

年 月 日

）

    加給(加算）の原因である遺族の員数の減少申立書

対象となっていた

         年　　　　　月　　　　　日

      申立者氏名

加 給 （ 加 算 ） の

遺 族 の 氏 名

　つけた方は、具体的な事由を（　）内に記入してください。）

　（１）　　死亡

　（２）　　その他（

　　　　　上記のとおり申し立てます。

　　フ リ ガ ナ

対象でなくなった
年 月 日

　(次の該当する番号に○印をつけてください。また、（２）に○印を

事 由
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第四十六号書式

第四十六号書式

　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　日　　　　　　　　　　　　　　　　を退職した

　　ことにより、　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　　　　号の一時恩給裁定通知

　　書を受けたことがある。

　　（次の該当する番号に○印をつけてください。）

（１）　返還する。

　　　この一時恩給を

（２）　返還しない。

一 時 恩 給 に 関 す る 申 立 書

申立者氏名

　　　　上記のとおり申し立てます。

年　　　　　月　　　　　日

（階級・官職名）

（恩給種別）
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第四十七号書式

第四十七号書式

　　　　私は、死亡した公務員が受けるべきであった一時恩給を請求し、

　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　　　　号の一時恩給裁定通知書を受けた

　　　ことがある。

　　（次の該当する番号に○印をつけてください。）

（１）　返還する。

　　　この一時恩給を

（２）　返還しない。

一時恩給に関する申立書

申立者氏名

　　　　上記のとおり申し立てます。

年　　　　　月　　　　　日

（恩給種別）
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第四十八号書式

第四十八号書式

　　　私は、公務員が死亡したことにより、　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　　号

　　の一時扶助料裁定通知書を受けたことがある。

　　（次の該当する番号に○印をつけてください。）

（１）　返還する。

　　　この一時扶助料を

（２）　返還しない。

一時扶助料に関する申立書

申立者氏名

　　　　上記のとおり申し立てます。

年　　　　　月　　　　　日

（恩給種別）
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第四十九号書式

第四十九号寄式

〈そのー〉

位年
月
定日

記証号番号審 惇 4号

a持f. 送
月 目

1記~I 証容
号番号 第 号

普通思給金額計算書

退職当時の階級 a 官職名

~名 朗・大・昭 年 月 日生

追職年月日 昭和 年 月 日 円

追臓の事由 付記

在職年敵
年月

恩給年額算出串 ． 
150 300 

退職当時の俸給年額 円 越

仮定年法俸律給第年額号 円

恩ノ給2まそ 金時恩給額 円

の他定の

守る長 控除額 門 館
除

拾 与 初 月 年 月

開査したところ上記に相違ないから、給与されたい．

年 月 日

総務大t::i 殿
〈 官 職 〉 却
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ほ務員区分 始 持 期

昭和年年月月 日日

年年 月月 日日

年年 月月 日日

合計

世区務員分 始終期 若手由

唱和 年年 月月 日臼

= ~ ~ 
年年 月用 日日

合計

公ヨE語員4企 始終期 事由

昭和 年年月月 日日

年年 月月 日日

，年年 月月 日臼

合計

総計

本俸年 〈月〉

門

円

合計（年都む 円

総計

〈そのニ〉

在職年内訳

英志職年

年月日 公訪貝区分 始 終 制

昭和年年月月 日日

年年 月月 日日

年年 月月 日日

年 月 B 

加算年

年月日 監務Z始終期 事由

昭和年年月月 日日

年年 月月 日日

年年 月月 日日

年 月 日

除算年

年月日 公i;r窃員~ 始終期 事由

咽和孝~ ~ 

年年 月月 日日

年年 月月 日日

年 月 日

年 月 自

退職当時の俸給年額内訳
、．

額 加停年 く月）

蝕 円

錦 円

銭 合計（年額〉 円

円 飽

年月日

年月臼

年月日

額

錨

銭

錨
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第五十号書式

〈そのー〉

年棋 月
定日

柾 唱E
捧 4号

記号番号

年弗 見 迭問

前経寄出i 第 号

Ba 号

番号 ｜ 樟 号

公務傷病による恩給金額計算書

過棚当時の階級ー官職名

民名 明・大‘昭

年 月
目l……｜

渇職の事由

｜端加恩給年額 l

在職年敵｜
年加年月

加結額の 日

恩給年鋪算出皐 150 300 内 訳

仮差官製F年暮 門 悔病年金年額

症状等艶

l生…l年

年給与終期

調査したところ上記に相違なL、から、給与されたい．

年月四

総務大臣殿

年 月 日生

門

円

円

人

円

円

〈撃型軽λ 円

円

円

（官職〉印
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除訪貝区分 始 終 期

昭和 年年月月 日日

年年 月月 日日

年年 月月 目目

合計

喜郡 始終期 司紅白

昭和年年 月月 四日

; ~ ~ 
年年 月月 日白

合計

公院1割 ~ 始終期 事由

同和孝~ ~ 

年年 月月 日白

年年 月月 目間

合計

総計

木俸年 （月〕

円

円

合計（年働 円

総計

くそのニ〉

在職年内訳

実在職年

年月四 i公務貝区分 9合 終 期

昭和年年月月 日日

年年 月月 日日

年年 月月 日日

年 月 回

加算年

年月日 公民！習4』国~ 始終期 事由

昭和年年月月 日日

年年 月月 日日

年年 月月 日目

年 月 隠

除算年

年月日 際都宮 始終期 本自

昭和年年 月月 四日

主~ ~ 
孝~ ~ 

年 月 8 

年 月 自

退職当時り伸給年頓内訳

額 加俸年 （月）

蝕 円

銭 円

蝕 合計〈年額〉 円

門 蝕

年月 B

年月回

年月回

額

蝕

銭

陸
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第五十一号書式

〈そのー〉

撃月
定
回

番BB 号 第 号
号

季月
送
日

一時恩給金額計算書

退職当時の階鼠・官職名

氏名 明・大‘昭 年 月 日生

退職年月 日 昭和 年 月 日 追職の事由

一時恩給食額の算出
の基礎となる桂職年 隼
数

一時恩給金額の算出
の基礎となる俸給月 門 銭
額

一時恩給金額 円

調査したところ上記に相違なL、から、給与されたい．
、

年 月 日

総務大臣 除b

〈 官 職 〉 印
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くそのこ〉

在職年内訳

喪 司主 職 年

公務員 底分 h台 tlf 期 年 月 日

昭和 年年 月月 日
日

年年 月月
日
日

年年 月 日
月 日

合計 年 月 日

:tm 算 年

公務員区分 始 終 其8 事 由 年 月 日

昭和 年年 月月 日
日

年年 月月 日
日

年年 月月 日
日

合計 年 月 日

除 算 年

公務員区分 始 終 期 事 由 年 月 日

昭和 年年 日
日

年年 月月
日
日

年年 月月
日
日

合計 年 月 日

総計 年 月 日

退職当時の俸給年額内訳

本俸年 （月〉 額 加俸年 〈月〉 額

円 銭 円 銭

門 銭 円 銭

合計〈年船 門 銭 合計〈年額〕 円 銭

総計 円 銭
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第五十二号書式

〈そのー〉

第 号
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（そのこ〉

在職年内訳

実 在 職 年

公務員 区分 k合 終 期 年 月 自

昭和 年年 月用
日
目

年年
月 日
月 目

年年 月月 日
目

合計 年 月 日

方日 算 年

公務員区分 h合 終 期 事 由 年 月 目

昭和 年年 月月
日
日

年年 月月 日
日

年年 月月 日
回

合計 年 月 自

除 算 年

公務員区分 a告 終 期 事 由 年 月 目

昭和 年年 月月 日
日

年年 月月 日
日

年年 用見 日
日

合計 年 月 自

総計 年 月 目

退職当時の俸給年額内訳

本俸年 〈月） 額 加俸年 〈月〉 額

円 銭 円 銭

門 銭 門 餓

合計（年額〉 円 銭 合計〈年齢 門 銭

総計 円‘ 銭
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第五十三号書式

〈そのー〕

裁 定

年月 日

&a 号

番 号
第 号

発 送

年月 日

一時扶助料金額計算書

公務員退職（死亡）当時の階級・官職名

公務員の民名

公務員とり続柄 民名 開時大・昭年月 日生

退職年月 日 昭和 年 月 呂 退職の事由

死亡年月 日 昭和 年 月 日

一時扶助料金額の算
出の基礎となる在職 年
年数
一時扶助料金額の算
出の義礎となる停給 円 銭

月額

一時扶酌料金額 円

開査したところ上記に相違ないから、給与されたい．

年 月 日

総務大臣 殿

〈官 職〉 印
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〈そのこ〕

在職年内訳

実 在 職 年

公務員 区分 h歯 終 期 年 月 日

昭和 年年 月月 日
日

年年 月月 E! 
日

年年 月月 日
日

合計 年 月 日

カロ 算 年

公務員区分 色白 終 期 事 由 年 月 日

昭和 年年 月月
日
日

年年 月月 日
目

年年 月月 日
目

合計 年 月 日

除 算 年

公務員区分 始 終 期 事 由 年 月 日

昭和 年年 月月 日
日

年年 月月 日
日

年年 月月
日
日

合計 年 月 日

総計 年 月 日

退職当時り俸給年額内訳

本俸年 〈月〉 額 加俸年 〈月） 額

丹 銭 円 銭

門 餓 円 銭

合計〈年額〉 門 銭 合計（年怨む 円 銭

総計 円 銭
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第五十四号書式 

年  月  日 

総務省 あて 

裁判所 

氏 名  

生 年 月 日 年  月  日 

恩給証書記号番号 第        号 

罪 名  

刑 名  

刑 期  

判決言渡し年月日 年  月  日 

判 決 確 定 年 月 日 年  月  日 

刑 期 起 算 年 月 日 年  月  日 

刑 期 満 了 年 月 日 年  月  日 

一 部 執 行 猶 予 

開 始 年 月 日 
年  月  日 

一部執行猶予言渡し 

取 消 し 年 月 日 
年  月  日 

執 行 猶 予 期 間 年 

執 行 猶 予 言 渡 し 

取 消 し 年 月 日 
年  月  日 
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第五十五号書式

第五十五号書式

　　　下記恩給証書の再交付を申請します。

　　　 総務大臣  　殿

　　　　 　　年　　　月　　　日

（フ リ ガ ナ）

受給者氏名 （　　　　　　　年　　　　月　　　日生）

恩 給 証 書
記 号 番 号

恩 給 証 書
の 日 付

　　（次の該当する番号に○印をつけ、その時期、場所、事情などを

　〔　　〕欄に詳しく記入してください。）

１　亡　失　　　　２　損　傷　　　　３　その他

郵便番号

　　（電話番号 － － ）

恩給証書再交付申請書

現 住 所
           都道
           府県

第　　　　　　　　　　　　　　　　　　　号　　　　　

年　　　　　　月　　　　　　日

申 請 理 由
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